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都市は，人々がコミュニケーションを行う場として，より一層その重要性を増している．本研究では，都市内
におけるフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーション (face-to-face communication)が都市の空間構造に及ぼ
す影響について分析を行う．その際に，コミュニケーションを行う主体間に働く相互作用を明示的に扱う点が本
分析の特徴である．モデル分析の結果，均衡において起こり得る都市の空間構造が明らかとなった．また，交通
費用の低下が都市構造の分散化を促すことにより，却って厚生の悪化をもたらす可能性があることが示された．
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1. はじめに

現代社会において，コミュニケーションが果たす役
割の重要性に異論を差し挟む余地はほとんどないであ
ろう1)．社会発展の原動力である革新的な概念や技術の
多くは，高度な知識や技能を持つ主体同士によるコミュ
ニケーションを通じた相互作用の産物といえる．都市
に多様な主体が集積するメリットの一つに，それぞれ
が保有している知識やアイディアの交換，およびそれ
をベースにした創造的な活動を容易に行える点が挙げ
られる2)．通信技術が高度に発達した今日においても，
主体同士が時間・空間を共にして行うフェイス・ツゥ・
フェイスのコミュニケーションがもたらす生産性・創造
性の豊かさは，他の交流手段をもって代え難い3). 本研
究では，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーショ
ンが都市の空間構造に及ぼす影響について分析を行う．
その際に，コミュニケーション過程において主体間に
働く相乗的な相互作用（2.で詳述）を明示的に扱う点
が本分析の特徴である．
本論文の構成は，以下の通りである．2.では，本研

究の基本的な考え方を示す．既往の関連研究について
整理した上で，本研究で着目するコミュニケーションの
特性について説明する．3.では，主体のコミュニケー
ション行動のモデルを定式化し，立地を外生とした下
での均衡交流水準を導出する．4.では，主体の立地選
択を内生化し，安定的な都市の空間構造を調べる．ま
た，交通費用の低下などの環境変化が主体間の交流水

準と都市の空間構造に及ぼす影響を分析する．5.で数
値計算事例を示した後，6.にてまとめと今後の展望に
ついて述べる．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 既往研究の概要
都市における主体間のフェイス・ツゥ・フェイス・コン
タクトが都市の空間構造に及ぼす影響に関する分析に
は多くの蓄積がある4)−7)．これらの研究の多くは，フェ
イス・ツゥ・フェイス・コンタクトに起因する立地外部性
によって都心が内生的に形成されるメカニズムに分析
の主眼を置くものであり，議論の単純化のために主体間
の交流を外生的に扱っている．これに対して，Helsley
& Strange8)は，対面による交流を目的とした都心への訪
問行動と立地選択を内生化したモデルを構築した．そ
の際，都市全体で交流が活発化するのに伴ってコミュニ
ケーションの質が向上するという集計レベルでの外部
的効果の存在を考慮している．Helsley & Zenou9)は，同
様の枠組を社会的ネットワークの観点から分析してい
る．そこでは，より活発に交流活動を行う主体との交流
ほどより高い価値をもたらすという交流相手との間に
働く戦略的補完性を考慮に入れて，社会的ネットワー
クにおいて中心的な主体ほど活発に交流に行い，また
都心に近接して立地する傾向があることを明らかにし
た．ただし，交流は外生的に与えられた社会的ネット
ワーク上でつながりを持つ主体間でのみ行われる．



コミュニケーション行動の前提として，交流相手との
ミーティングが成立している必要がある12)．小林ら13)

は，ミーティング過程がマッチング過程と合意形成過
程によって構成されることを指摘し，混雑現象と市場
薄現象という 2つの外部不経済が存在する下で都市内
において長期定常状態として実現するミーティング均
衡を導出した．その上で，交通施設整備が交通需要の
量的な変化だけでなく，ミーティングの付加価値の上
昇という質的な変化をもたらすことを明らかにした．

(2) 研究の焦点と位置づけ
本研究で想定するコミュニケーションとは，都市内に

存在する多くの主体が互いに交流相手と出会い，ミー
ティングを通じた知識交換を行うことにより効用を得
る過程である．ここで，コミュニケーション過程は探
索行動を伴うマッチングと知識・アイディアの交換と
いう 2つの要素によって構成されると考られる．
マッチングの質や機会（効率性）は，交流相手の探

索や自身に関する情報発信といった活動 (努力)の水準
に応じて異なる．このような活動の例としては，研究
者が学会や研究会に参加することや企業が自社の技術
を展示会に出展すること，また個人が交友関係を広げ
るために交流イベントなどに参加することやソーシャ
ルメディアを通じたネットワーキング活動などが挙げ
られる．以下では，このような活動を社交活動と呼ぶ．
マッチングの効率性は，自らの社交活動水準のみなら
ず，（潜在的な）交流相手の活動水準にも依存する．す
なわち，高い水準で社交活動を行う主体同士ほど，互
いにマッチングする可能性が高まるという相乗的な関
係が存在する．なお，その一方では，マッチングには
混雑現象が付随する．全体としての社交活動水準が高
くなれば，探索に要する時間や労力の増加を通じて効
率性が低下する．
他者とのコミュニケーションから得られる価値は，コ

ミュニケーションを行う相手によって異なる．当然，よ
り多くの知識や情報を持つ主体とのコミュニケーショ
ンほどより高い価値を有する．コミュニケーションを
通じた知識交換の過程には様々な形態が存在する (Du-
ranton & Pugaは，集積の経済の源泉のひとつとして学
習 (learning)を挙げ，知識の伝播，創造，蓄積の段階毎
に既存研究の整理を行っている)ものの，多くの場合，
その効果は双方向的に作用する．すなわち，コミュニ
ケーションを通じた知識交換の過程には，自らの知識
や技能の向上が相手にとってのコミュニケーションの
価値をも高めるという戦略的補完性が付随する．
人々がコミュニケーションを行う場として，都市はよ

り一層その重要性を増している．昨今では，コミュニ
ケーションの活性化が都市経営における重要な政策課

題の 1つに位置づけられている10)．こうした問題意識
の下，本研究では，コミュニケーション過程における
マッチングと知識交換の各段階において，主体間に働
く相互作用が都市における交流水準や空間的構造に及
ぼす影響を明らかにする．こうしたコミュニケーション
の特性を表現し得るモデルとして Cabrales et al.11)があ
る．Cabrales et al.は，社会的ネットワーク形成という
観点から交流相手の選択と交流水準の決定を同時に扱
うモデルを提案している．本研究は，Cabrales et al.の
モデルをコミュニケーションの特性を表現するモデルと
して再解釈した上で拡張を図るものである．新たに空
間を導入し，主体の立地選択を通じた都市構造へのコ
ミュニケーションの影響を調べる．Beckmann等コミュ
ニケーションを外生的に扱うモデルに対して，Cabrales
et al. の枠組を援用し，コミュニケーションに関する活
動水準を内生化することによって，フェイス・ツゥ・フェ
イス・コミュニケーションが都市構造へ及ぼす影響だ
けでなく，逆に都市の空間構造がコミュニケーション
行動に与える影響を考慮することができる．

3. 都市内コミュニケーションの均衡分析

(1) 空間設定
N = {1, ..., n} (n ≥ 2)を有限な数の主体の集合とする．

同質な n主体および中心地（Center）と郊外（Periphery）
の 2地域からなる閉鎖都市（closed-city）を考える．す
なわち人口の出入はないものとする．2地域間の距離は
1に正規化する．
主体は中心地または郊外のいずれかの地域に立地し，
中心地に存在するミーティング施設を訪問して他の主
体との対面コミュニケーションを行うことによって効
用を獲得する．主体 i（i = 1, ..., n）の立地点を xi と表
し，次式のように定義する．

xi =

 0 (if agent i locates in Center)

1 (if agent i locates in Periphery)
(1)

各主体は，他の主体との対面交流を行うために中心地を
訪問し，その度に自身の立地点 xiに応じて交通費用を支
払う．本章では立地を外生的に扱うものとし，中心地へ
の立地主体数を nc，郊外への立地主体数を np (= n−nc)
とおく（立地選択行動は 4.で議論する）．

(2) コミュニケーション行動の定式化
各主体は，コミュニケーションに関する 2種類の行
動水準の意思決定を同時に行う．ひとつは，交流相手の
探索行動などを含む社交活動水準 s (≥ 0)であり，これ
はマッチングの効率性に影響を及ぼす．いまひとつは，
中心地にあるミーティング施設を訪問する回数（ミー
ティング活動水準）v (≥ 0)である．主体はミーティン



グ施設を訪問し，他の主体との 1対 1のコミュニケー
ションを通じて知識やアイディアの交換を行うことに
よって効用を得るものとする．小林12)が指摘するよう
に，1対 1のコミュニケーションはミーティングの基本
的な形態であり，もっとも集中的に知識やアイディア
を交換する方法であることから，本論文では分析対象
をこの形態に絞ることとした（しかし，この形態が常
にもっとも効果的であるとは限らず，本分析から得ら
れる帰結は限定的であることに留意が必要である）．
主体 i（i = 1, ..., n）が中心地から距離 xi（xi = 0, 1）

の地点に立地するとき，主体 iの行動は以下の効用最大
化問題として記述される．

max
vi,si

Ui(v, s) = zi + ui(v, s) + f (hi) (2)

subject to y = zi + [p f + τ(xi)]vi + c(si) + R(xi)hi (3)

式 (2)において，Uiは準線形効用関数であり，ziは基準財
消費量，ui(vi, si)は中心地のミーテイング施設への訪問を
通じた他の主体との交流から，f (hi)は土地消費から獲得
する部分効用を，それぞれ表している．v = (v1, · · · , vn)，
s = (s1, · · · , sn)は，全 n主体のミーティング活動水準及
び社交活動水準のプロファイルである．hiは主体 iの消
費するロットサイズを表し，土地は不在地主によって
所有されるものとする．また式 (3)において，p f , τ(xi)
はそれぞれ対面交流に伴って発生する固定費用と中心
地までの交通費用を表す．p f は正の定数とする．交通
費用は中心地と立地点との距離 xi に応じて決まるもの
とし，本稿ではパラメータ τ(≥ 0)を用いて τ(xi) = τ · xi

によって表される線形関数を採用する．c(si)は社交活
動に要する費用関数であり，ここでは定数パラメータ
η (≥ 0) を用いて c(si) = ηs2

i /2と特定化する．R(xi)は
地点 xi の地代である．hi を iによらず一定であるとし
て，hi = 1とおく．さらに，本稿では土地市場を明示
的には考慮せず，立地費用 R(xi)を外生として扱う．加
えて，以下では簡単化のために f (1) = 0に基準化する．
主体 iが他の主体との交流から獲得する部分効用 uiは，
次式によって表される．

ui(v, s) = βvi −
γ

2
v2

i + α

n∑
k=1,k,i

gik(s) vivk (4)

α, β, γはいずれも非負の定数パラメータである．式 (4)
右辺第 1項及び第 2項は，主体 iが中心地を訪問する
こと自体から得られる効用である．第 3項は他者との
コミュニケーションを通じて得られる相乗的効果を表
す．2.で述べたように，コミュニケーションの相乗的
効果は，交流相手とのマッチングとミーティングを通
じた知識交換という 2つの要素で構成されている．ま
ず，gi j(s)は主体 i, j間のマッチングの効率性を表すも
のとし，次式のように定義する．

gi j(s) = ρ(s)sis j (5)

ここで，

ρ(s) =

1/
∑n

j=1 s j (if s , 0)

0 (if s = 0)
(6)

である．式 (5)より対面交流の効率性は双方にとって対
称，すなわち gi j(s) = g ji(s)である．さらに式 (6)より，
任意の主体 i（i = 1, ..., n）の選択した社交活動水準 si

の増加は，主体 i自身のみならず他のすべての主体の対
面交流の効率性をも低減させる作用を有する．これは，
マッチング過程における混雑外部性を表現したもので
ある．また，gi j(s)においてセルフループ（i = j）を許
容することとする．よって，主体 iに関する g(s)の値を
すべて合計すると

gi(s) =
n∑

j=1

gi j(s) = ρ(s)si

n∑
j=1

s j = si

となる．したがって，主体 i, j間のマッチング効率性
gi j(s)は，主体 i自身の社交活動水準 siを，すべての主
体の社交活動水準の総和に対するマッチング相手であ
る主体 jのシェア s j/

∑n
j=1 s j に応じて配分した値と等

しい．
次に，主体 i, j間のコミュニケーションを通じた知識
交換がもたらす相乗的効果を両主体のミーティング活
動水準の積 αviv jによって表現する．これは，多くの主
体と活発な交流活動を行う主体ほどより多くの知識や
情報を有しており，そうした主体とのコミュニケーショ
ンは高い限界的効用をもたらすという想定に基づいて
いる．なお，パラメータ αは相乗効果の大きさを表す．
本研究では，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケー
ションが都市の空間構造に及ぼす影響を精査すること
に主眼を置くため，コミュニケーション過程の詳細な
モデル化は行わず，主体間に作用する外部的効果を直
接的に表現した Cabrales et al.による上記の枠組を採用
する．
任意の主体のペア i, j (i , j)について，各変数間の関
係性を以下で確認しよう．

∂2Ui

∂v2
i

= −γ < 0 (7)

∂2Ui

∂vi∂v j
= αgi j(s) > 0 (8)

∂2Ui

∂vi∂s j
= α

siv j

ns̄

(
1 −

s j

ns̄

)
> 0 (9)

∂2Ui

∂si∂v j
= α

vis j

ns̄

(
1 − si

ns̄

)
> 0 (10)

∂2Ui

∂si∂s j
=

(
1 − si

ns̄

)
αvi

ns̄

v j −
n∑

k=1,k,i

vk
sk

ns̄

 (11)

ただし，s̄ =
∑n

i=1 si/nである（本稿では，任意の n元の
要素からなる集合 w ∈ Rn に対して，w̄ =

∑n
i=1 wi/nお

よび w̄2 =
∑n

i=1 w2
i /nと表記する）．式 (7)より，Ui は



自身のミーティング活動水準 viに関して凹関数である．
式 (8)は，コミュニケーションを図る主体間のミーティ
ング活動水準に関して戦略的補完性が存在し，その程
度はマッチングの効率性 gi j(s)に比例することを表して
いる．式 (9)及び式 (10)から，自身のミーティング活
動（社交活動）と相手の社交活動（ミーティング活動）
の間にも戦略的補完性が存在することがわかる．なお，
式 (11)の符号はミーティング相手 jのミーティング活
動水準 v jの大きさに依存する．v jが（社交活動水準で
重み付けした）平均ミーティング活動水準を上回ると
きは正，下回るときは負となる．これは，マッチング
過程に付随する相乗的効果と混雑の影響の内どちらが
卓越するかによって決まり，活発に交流を行う相手に
対しては戦略的補完，そうではない相手に対しては戦
略的代替となることを示している．

(3) 均衡コミュニケーション行動と効用
式 (2), (3), (4)によって定式化された最適化問題の 1

階条件は，以下のようになる．
∂Ui

∂vi
= [β − p f − τ(xi)] − γvi + α

n∑
k=1,k,i

gik(s)vk = 0 (12)

∂Ui

∂si
= −ηsi + α

 n∑
k=1,k,i

sk

ns̄
vivk −

n∑
k=1,k,i

sisk

(ns̄)2 vivk

 = 0

(13)
ここで，bi = β− p f −τ · xiとおき，これを主体 iのアクセ
シビリティと呼ぶ．本モデルは 2地域モデルであること
から，アクセシビリティの取りうる値は bi = β− p f（中
心地に立地している場合; xi = 0）または bi = β− p f − τ
（郊外に立地している場合; xi = 1）の 2通りしかなく，
前者を bc，後者を bp (= bc − τ)と表すこととする．以
上のように bi は立地点にのみ依存し，bi の値が大きい
（アクセシビリティの高い）ことは，中心地に立地して
いることと同義である．
任意の主体 iの均衡コミュニケーション水準は，全主

体に共通のコミュニケーション活動の基準値 s, vおよび
当該主体のアクセシビリティbi を用いて次のように表
すことができる．

si = bis (14)

vi = biv (15)

均衡における基準値は，1階条件 (12), (13)を整理する
ことによって得られる（詳細な導出過程は付録 I参照）．
十分に大きな nの下では，ミーティング活動水準の基
準値 vに関して以下の式を得る．

v =
1

γ − α(b)s
(16)

ここで，α(b) = α · b̄2/b̄である．b̄がアクセシビリティ
bi のすべての主体に関する平均をとったものであるの
に対し，α(b)を 2次平均アクセシビリティと呼ぶこと

図–1 v-s曲線

ができる．これを用いて，式 (13)より社交活動水準の
基準値

s = α(b)
v2

η
(17)

が導出できる．よって式 (16), (17)より，連立方程式v[γ − α(b)s] = 1

ηs = α(b)v2
(18)

を解けば均衡における基準値 s∗および v∗が得られ，任
意の主体 iの均衡コミュニケーション水準 s∗i , v

∗
i はそれ

ぞれ式 (14), (15) に s = s∗, v = v∗ を代入することに
よって得られる．なお，s, vはともに非負であるので，
η > 0かつ γ > α(b)sである必要がある．式 (14), (15)よ
り，各主体の戦略はアクセシビリティbi に依存し，か
つ bi は同一地点に立地する主体であれば共通の値をと
るため，同一地点に立地する主体は互いに等しい活動
水準を選択する．以降では，添字 iおよび立地点を表
すインデックス xi を ξ（ξ = c, p）と置き換えることと
する．ここで，任意の主体間 i, j のマッチング効率性
gi j(s∗)は，主体 i, jの立地点に依存して決まる．bc > bp

より s∗c > s∗pが成立することから，マッチングの効率性
について gcc(s∗) > gpc(s∗) = gcp(s∗) > gpp(s∗)という関係
を得る．すなわち，両者がともに都心に立地するとき
に最もマッチングの効率性が高く，郊外に立地すると
き最も低くなる．また，（nが十分に大きいときに）主体
は郊外に立地するよりも中心地に立地することによっ
て，任意の相手とのマッチングを効率化することができ
る．なお，この結果を Cabrales et al.による社会的ネッ
トワークの文脈に即して解釈すれば，次のようなこと
が言える．gi j は主体 i, j間の社会的紐帯の強さを意味
することから，中心地に立地する主体同士は最も強い
紐帯を，郊外に立地する主体同士は最も弱い紐帯を持
つ．また，中心地に立地する主体の方がより密な社会
的ネットワークを形成することがわかる．
式 (18)を満足する均衡解は 2種類存在する．このこ
とは図-1に示した s-v曲線のグラフより直観的に理解



される（厳密な解の存在条件については付録 IIIに述べ
る）．交点 (s∗, v∗)および (s∗∗, v∗∗)は，いずれも内点解
に相当し，前者はミーティング活動，社交活動ともに高
水準で達成されるパレート優位な均衡，後者はパレー
ト劣位な均衡であり，主体数 nが十分に大きいという
仮定の下ではいずれの均衡も安定であると言える（均
衡解の安定性の議論は付録 VIに示す）．
次に，均衡効用水準について調べる．均衡交流水準が

式 (14), (15)のように表されるとき，地点 ξ（ξ = c, p）
に立地する nξ 主体に共通の間接効用関数 U∗ξ は次のよ
うに表される．

U∗ξ = y + b2
ξ

v∗− γv∗22
+α(b)s∗v∗2− ηs

∗2

2
−α

b2
ξ s
∗v∗2

nb̄

− Rξ

= y +
b2
ξv
∗

2
− α

b4
ξ s
∗v∗2

nb̄
− Rξ

→ y +
b2
ξv
∗

2
− Rξ (when n→ ∞) (19)

これより，均衡において各主体の獲得する効用水準が，
主体自身のアクセシビリティおよびミーティング活動
水準の基準値 v∗によって表されることが分かる．v∗は
すべての主体について共通の値である一方，アクセシ
ビリティは当該主体の立地点に依存する．すなわち，コ
ミュニケーションに関して均衡状態にあるとき，主体
が獲得する効用水準は，自身の立地点に依存する．式
(19)はパレート優位の均衡における効用水準を表すが，
劣位の均衡においても全く同様の導出過程を経て，効
用水準を式 (20)のように表すことができる．

U∗∗ξ = y +
b2
ξv
∗∗

2
− Rξ (when n→ ∞) (20)

(4) 均衡解の性質
均衡コミュニケーション水準 (s∗, v∗)および (s∗∗, v∗∗)

は，いずれも α(b)/(ηγ2) < s < γ/α(b)，1/γ < v <
√
ηγ/α(b)の範囲に存在する．このことから，α(b)の増
加は，パレート優位の均衡点においては基準値 (s∗, v∗)
の低下を，パレート劣位の均衡点においては (s∗∗, v∗∗)の
増加をもたらす（図–2）．
本稿で想定する 2地域構造の都市においては，交通

費用 τ(xi)の低減や中心地への立地集中化によって α(b)
が増加する．コミュニケーションが均衡状態にあると
き，式 (16)において，コミュニケーションの相乗効果
の限界効用の傾きは α(b)と s∗ の積で表される．既に
社交活動水準が高い状態にあるパレート優位の均衡で
は，マッチングにおける混雑のため追加的に sを増や
すことのメリットは少ない．よって α(b)が上昇したと
き，これに伴って主体は s∗を減少させる（α(b)と s∗は
代替的である）．社交活動 s∗の減少は，ミーティングの
効率性の低下を通じてミーティング活動への投資を減
少させる．ミーティング活動水準 v∗の低下により s∗の

図–2 v-s曲線（α(b)の増大に伴う変化）

限界効用は小さくなり，s∗ への投資をさらに押し下げ
る．その結果，新たな均衡として実現する基準値 s∗, v∗

は，当初の均衡における水準をいずれも下回る．した
がって，中心地に立地する主体にとっては一人当たり
の交流水準は減少し，式 (19)より効用水準も低下する．
以上のことは，α(b)が小さく空間的に隔たりがある状
態の方が，各主体の社交活動 sへの投資の増加を通じ
て社会全体のミーティングの効率性が向上することに
より，それぞれの地点について見れば，一人当たりの
ミーティング活動が活発化する可能性を示唆している．
これは，社交活動およびミーティング活動への投資配
分を内生化し，それらに働く戦略的補完・代替性を考慮
したことによって得られた結論である．α(b)の増加が
郊外の主体に与える影響は状況に応じて異なる．まず，
交通費用 τが低下した場合，郊外の主体にとって交流
水準が必ずしも減少するとは限らず，交通費用 τの低
下によるアクセシビリティbpの増加分が基準値 s∗の減
少分を上回るとき，交流水準は増加し，効用も上昇す
る．続いて，中心地に立地する主体が増加した場合，中
心地の主体と同様に郊外の主体も一人当たりの交流水
準は減少し，効用が低下する（ただし，郊外から中心
地に移入した主体にとっては交流量，効用水準ともに
増加するため，必ずしも社会全体の厚生水準が低下す
るとは限らない）．一方，パレート劣位の均衡において
は αと sは補完的であり，主体は α(b)の上昇に伴って
s∗∗を上昇させる．優位の均衡とは逆向きに作用が働き，
結果として，新たな均衡して実現する基準値 v∗∗, s∗∗は，
当初の均衡における水準を上回る．このとき，都心，郊
外の主体ともに効用水準は上昇する．なお，詳細な説
明は省略するが，社交活動費用パラメータ ηの減少が
同様の結果をもたらすことを確認している．



4. 立地均衡分析

(1) 立地費用と立地均衡
中心地の立地主体数 ncを用いて，中心地への集積度
λ = nc/nを定義する．本項は，3.では外生的に扱った
λを，均衡として内生的に決定する枠組へと拡張する．
短期的には，任意の λ ∈ [0, 1]に対して前章で導出し

たコミュニケーションの均衡状態が達成される．この
とき，各主体が獲得する効用水準は，各地域内につい
ては等しいが，地域間では異なる場合がある．例えば
U∗c > U∗p であれば郊外の主体に立地点を中心地へ変更
する誘因が存在する．このように，主体が「各時点に
おいてより大きな効用をもたらす地域への移住を行う」
という近視眼的な立地選択行動をとると仮定し，時点
の推移に伴ってこのような立地選択が繰り返される（た
だし，本稿では立地「変更」のための費用はかからな
いと仮定する）とすると，長期的には「主体の獲得す
る効用水準に地域間の差異が存在しない」立地均衡状
態 λ∗ が達成されると考えられる．
中心地，郊外への立地に際して発生する立地費用を，

それぞれ Rc,Rp と表すこととする．このとき式 (19)よ
り，均衡における主体の効用水準は，中心地に立地し
ている場合は

U∗c = y +
b2

cv∗

2
− Rc, (21)

郊外に立地している場合は

U∗p = y +
(bc − τ)2v∗

2
− Rp (22)

によって表される．ここでは，各主体が中心地および
郊外のいずれの地域に立地する場合も，当該地域の立
地主体数に応じた立地費用を支払わなければならない
状況を想定し，

∂Rc

∂λ
≥ 0,

∂Rp

∂(1 − λ) ≥ 0 (23)

を仮定する．立地点による効用水準の差 ∆U は

∆U∗ = U∗c − U∗p =
[b2

c − (bc − τ)2]v∗

2
− (Rc − Rp)

=
τ(2bc − τ)v∗

2
− (Rc − Rp) (24)

と表せる．ここで，∆R = Rc−Rpとおき，∆U∗ = ∆Ū∗−∆R

と表すこととする．さらに
∂∆R
∂λ
≥ 0 (25)

を仮定する．なお，式 (21), (22)および (24)はいずれも
パレート優位の均衡における効用水準を表すが，v∗ を
v∗∗で置き換えれば，劣位の均衡のそれも同様に表すこ
とができる（上付き添字 ∗および ∗∗は，それぞれ優位
および劣位の均衡を表す）．以下では優位の均衡につい
てモデルを展開するが，劣位の均衡についても同様の
展開が可能である．

3. (4)で確認したように，均衡交流水準 s∗, v∗ は 2次
平均アクセシビリティα(b)に依存する．個々の主体の
アクセシビリティは立地点によって規定される．α(b)
は全主体のアクセシビリティを集約したものであるこ
とから，均衡交流水準 v∗ は集積度 λの関数 v∗(λ)と見
なせ，∆U∗も λの関数となる．∆U∗(λ)を λで偏微分す
ると

∂∆U∗(λ)
∂λ

=
∂∆Ū∗(λ)
∂λ

− ∂∆R
∂λ

=
τ(2bc − τ)

2
∂v∗(λ)
∂α(b)

∂α(b)
∂λ

− ∂∆R
∂λ

(26)

となる．2次平均アクセシビリティα(b)は，集積度 λを
用いると

α(b) = α · λn · b
2
c + (1 − λ)n(bc − τ)2

nbc − (1 − λ)n · τ

= α · b2
c − (1 − λ)(2bc − τ)τ

bc − (1 − λ)τ (27)

と表すことができ，λで偏微分すると
∂α(b)
∂λ

=
αbc(bc − τ)τ

[bc − (1 − λ)τ]2 > 0 (28)

となる．中心地への集積度が限界的に増加したときに
α(b)は増大することがわかる（式 (28)は，均衡状態に限
らず常に成立する）．τ(2bc−τ)/2 > 0および式 (28)から，
式 (26)において，集積度が限界的に変化した際の効用
差∆U∗の増減は ∂v∗/∂α(b)の符号に依存する．さらに前
章での議論から，優位の均衡においては ∂v∗/∂α(b) < 0，
劣位の均衡においては ∂v∗∗/∂α(b) > 0である．以上か
ら，∂∆Ū/∂λについて次のことがわかる．

∂∆Ū∗(λ)
∂λ

< 0 （優位の均衡） (29)

∂∆Ū∗∗(λ)
∂λ

> 0 （劣位の均衡） (30)

式 (29), (30)および式 (25)に基づき，中心地と郊外の部
分効用差 ∆Ū∗(λ), ∆Ū∗∗(λ)および立地費用の差 ∆R(λ)の
関係を図示すると，図–3に示す 7つのパターンに分類
できる．図中の白丸は安定的な立地均衡点を，黒丸は
不安定な立地均衡点を表す．パレート優位，劣位のいず
れの均衡においても，中心地の立地費用が高い場合は，
郊外にすべての主体が立地する状態（λ = 0）が安定的
な立地均衡となる（図–3(a)）．このような状況は，本モ
デルで考慮されていない主体（例えば企業等）が都市
の中心地に立地することによって，立地費用が高くなっ
ているような状態に対応すると考えられる．立地費用
がある程度低減すれば，あるいは中心地の立地費用の
集積度に対する弾力性が高い（∂∆R/∂λが大きい）よう
な場合は，中心地にも主体が立地するような状況が現
れる．パレート優位な均衡において，図–3(b), (c)では
一部の主体が中心地に立地する内点解（λ = λ∗b, λ = λ∗c）
が，図–3(d), (e), (f)ではすべての主体が中心地に集積す
る端点解（λ = 1）が，それぞれ安定的となる．パレー



図–3 均衡効用差 ∆Ū と地代差 ∆Rの関係（◯：安定均衡，●：不安定均衡）

ト劣位な均衡においては，パレート優位な均衡と同様に
安定的な内点解 λ = λ∗∗c （図–3(c)），λ = λ∗∗e （図–3(e)）
が実現し得る一方で，費用がさらに低い水準となった場
合は，中心地に主体が立地するとは限らない．図–3(f)
においては，λ = λ∗∗f が示す劣位の内点均衡は不安定で
あり，主体が中心地に立地する均衡（λ = 1）と，全主
体が郊外に立地する均衡（λ = 0）が同時に存在する．
いずれが実現するかは，歴史的経緯や偶発的要素に依
存する．立地費用がかなり低い状況下では，図–3(g)の
ようにパレート優位・劣位とも，すべての主体が中心
地に集積した λ = 1が安定均衡となる．

(2) 交通施設整備が立地均衡に及ぼす影響
交通施設整備による交通費用の低減が，安定的な立

地均衡状態に及ぼす影響について調べる．本項では解
析の複雑化を回避するために，立地費用を

Rc = R, Rp = 0 (31)

と特定化して分析を進める（Rは正の定数）．式 (31)は
立地費用が本モデルの枠組では考慮されない要因（e.g.
企業の立地選択等）に支配される状況を表しており，式
(23)の等号が成立するケースに相当する．このとき，式
(24)は

∆U∗ = ∆Ū∗ − ∆R =
τ(2bc − τ)v∗

2
− R (32)

となり，図–3の 7パターンの内図–3(a),(b),(d),(f),(g)の
5パターンに相当するケースのみが，Rの水準に応じて
実現する．ここでは，図–3(b)の λ = λ∗b によって示さ
れた安定的な立地パターンに着目して議論を進める．
ある交通費用の下で立地均衡が達成されている状態

から，交通施設整備によって交通費用 τが低減する状況

を考える．均衡においては効用差 ∆U∗ = 0である．さ
らに，均衡まわりでは

d∆U∗

dτ
=
∂∆U∗

∂τ
+
∂∆U∗

∂v∗
∂v∗

∂α(b)

(
∂α(b)
∂τ
+
∂α(b)
∂λ

∂λ

∂τ

)
= (bc − τ)v∗ +
τ(2bc − τ)

2
∂v∗

∂α(b)

(
∂α(b)
∂τ
+
∂α(b)
∂λ

∂λ

∂τ

)
= 0 (33)

が成り立つ．ここで，3.の議論より
∂v∗

∂α(b)
< 0 （優位の均衡） (34)

である．また，τ > 0の範囲では常に
∂α(b)
∂τ

< 0 (35)

が成立する（付録 V）．ここで，∂λ/∂τ ≤ 0であると仮
定すると，式 (28)より ∂α(b)/∂λ > 0であるので

∂α(b)
∂λ

∂λ

∂τ
≤ 0

となり，さらに式 (34), (35)から式 (33)の第 2項は正
となる．第 1項 (bc − τ)v∗ が正であることと併せると，
d∆U∗/dτ > 0となり，矛盾する．したがって，

∂λ∗

∂τ
> 0 (36)

であることがわかる．すなわち，交通施設整備によって
交通費用 τが低減すると立地は分散し，均衡における
集積度 λは減少する．
次に，交通施設整備が社会厚生に及ぼす影響を調べ
る．本稿ではベンサム型社会厚生関数を採用することと
すると，均衡における社会厚生関数Wは，地代収入を



考慮した上で λを用いて次のように書くことができる．

W = nλU∗c + n(1 − λ)U∗p + nλRc + n(1 − λ)Rp

= nU∗c + nλR (∵ U∗c = U∗p)

= n
(
y +

b2
cv∗

2
− R

)
+ nλR

= n
[
y +

b2
cv∗

2
− (1 − λ)R

]
(37)

一方，立地均衡状態が達成されている（∆U∗ = 0）下で
は，式 (24)を用いて均衡ミーティング活動水準の基準
値 v∗ は次式のように求められる．

v∗ =
2R

τ(2bc − τ)
(38)

式 (38)を式 (37)に代入すると，社会厚生は

W = ny + n
[
b2

c ·
R

τ(2bc − τ)
− (1 − λ)R

]
(39)

と表される．これより，τの変化による，均衡における
社会厚生Wの増減については，次式の符号を調べるこ
とによってわかる．

dW
dτ
= −n

b2
cR(bc − τ)
τ2(2bc − τ)2 + n

∂λ

∂τ
R (40)

式 (36)より ∂λ/∂τ > 0であるので，dW/dτの符号は，
式 (40)の第 1項と第 2項の絶対値の大きさによって変
化する．具体的には，

∂λ

∂τ
>

b2
c(bc − τ)
τ2(2bc − τ)2 (41)

が成立するとき，dW/dτ > 0となる．以上の結果は，
次のように解釈することができる．3. (4)でも示した通
り，交通費用 τの低下と都市構造の分散化（λの低下）
は，交流水準 v∗, s∗に対して逆向きに作用する．しかし，
ここで想定する立地均衡下においては都市構造の分散化
の影響が常に卓越し，τの低下は均衡コミュニケーショ
ン水準 v∗ の増加をもたらす（式 (38)より，∂v∗/∂τ < 0
が成立）．その上で，式 (40)の右辺第 1項は，交通費
用の低下に伴って社会全体が交流活動から獲得する効
用の増加分（社会的限界便益）を，第 2項は都心から
郊外への移出に伴って主体が逸失する交流活動からの
効用（社会的限界費用）を表す．郊外への立地変化が
大きい場合，後者が前者を上回り，交通費用の低下は
社会厚生を却って悪化させる．以上を整理して，定理 1
を得る．

定理 1　式 (31)の仮定の下では，交通施設整備による
交通費用の低下は，郊外への立地変化を促し，都市構
造を分散化させる．また，立地変化が大きい（式 (41)
が成立する）場合は，却って社会厚生を悪化させる．

(3) 社交活動費用が立地均衡に及ぼす影響
続いて，社交活動費用 ηが及ぼす影響について調べ

る．(2)節と同様，分析の対象を図–3(b)の内点均衡に

限定して議論を進める．
立地均衡状態から，社交活動費用 ηが低減する状況
を考える．社交活動費用の低減とは，例えばネットワー
キング活動のための通信費用が低下することなどを想
定している．効用差 ∆U∗ を ηで全微分したものは

d∆U∗

dη
=
∂∆U∗

∂v∗

(
∂v∗

∂η
+
∂v∗

∂α(b)
· ∂α(b)
∂λ

· ∂λ
∂η

)
=
τ(2bc − τ)

2

(
∂v∗

∂η
+
∂v∗

∂α(b)
· ∂α(b)
∂λ

· ∂λ
∂η

)
= 0 (42)

によって表される．ここで，3.(4)において ∂v∗/∂α(b) < 0
を示したのと同様に s − v 平面上で η が低減する場合
について考えてみると，η の低減は √ηγ/α(b) および
α(b)/ηγ2に対して α(b)の増加と同方向の変動をもたら
す．よって，

∂v∗

∂η
> 0 （優位の均衡） (43)

が成立する．また，式 (34)より ∂v∗/∂α(b) < 0，式 (28)
より ∂α(b)/∂λ > 0である．ここで，∂λ/∂η ≤ 0と仮定
すると，

∂v∗

∂α(b)
· ∂α(b)
∂λ

· ∂λ
∂η
≥ 0

となり，式 (43)と合わせると d∆U∗/dη = 0が成立せず，
矛盾する．よって，優位の均衡において

∂λ

∂η
> 0 (44)

であることがわかる．すなわち，社交活動費用 ηが限
界的に低減すると集積度 λは減少し，郊外の主体が増
加した状態が安定均衡として達成される．
次に，社交活動費用の低下が社会厚生に及ぼす影響
を調べる．式 (39)によって表される均衡社会厚生Wを
ηにより全微分すると，

dW
dη
= nR · ∂λ

∂η
> 0 (45)

となり，式 (44)と合わせると ηの低下は社会厚生を低
下させることがわかる．ηの低下は，式 (44)を経て α(b)
を減少させ，4.(2)で述べたマッチング過程における混
雑の影響によって，社会厚生を悪化させる．

定理 2　式 (31)の仮定の下では，社交活動費用 ηの低
下は都市構造を分散化させ，社会厚生を悪化させる．

5. 数値分析

(1) 数値計算の概要
前章では，都市の中心部への立地費用を定数 Rとし
た場合について，交通施設整備による交通費用の低下
および社交活動費用の低下が社会にもたらす変化を定
性的に分析した．本章では立地費用関数を，式 (23)を
満たすより一般的な関数として数値シミュレーション



を行い，交通費用 τの変化が立地均衡に与える影響を
確認する．具体的には，立地費用関数を

Rc = δλ, Rp = δ(1 − λ) (46)

と定義する（δは正の定数）．4.(2), (3)で用いた立地費用
関数（式 (31)）が，立地費用がモデル外の要因に支配さ
れる状況を表していたのに対し，式 (46)は立地費用が主
体の立地選択のみに依存して決定するケースに対応する．
現実の立地選択においては，これら両方の要素が影響し
ていると考えられる．式 (46)の立地費用関数の下では，
2地域間の立地費用の差 ∆Rは ∆R = Rc −Rp = δ(2λ− 1)
と表され，∆R|λ=0 = −δ < 0となることから，立地均衡
は図–3の 7パターンの内図–3(c),(e),(g)の 3パターンの
みが実現し得る．本数値計算では，特に図–3(c)の安定
的な立地パターンに着目して分析を行うこととし，外
生変数は以下のように設定した：n = 5.0×104, α = 0.25,
β = 1.5, γ = 1.5, η = 0.35, p f = 0.50, δ = 1.5, y = 10.

(2) 分析結果
前節の設定の下，交通費用パラメータ τを 0.9から

0まで低減させた数値事例の結果を図–4∼7に示す．図
–4, 7において，黒線はパレート優位な均衡，グレーの
線はパレート劣位な均衡をそれぞれ示している．交流
水準の結果を表す図–5,6中の青線は社交活動水準 s，赤
線はミーティング活動水準 vを表しており，実線およ
び破線はそれぞれ中心地および郊外に立地する主体の
交流水準に対応する．
図–4は，交通費用 τの変化による集積度 λ∗, λ∗∗の変

化を示す．パレート優位な均衡において，τ の低減に
伴って λ∗が減少（∂λ∗/∂τ > 0）している．式 (36)は立
地費用関数を式 (31)に特定化して導出した結果である
が，本数値事例で用いた立地費用関数 (46)の下でも同
様の結果が得られ，交通費用の低下が分散型立地へ移
行をもたらす可能性を示唆している．パレート劣位な
均衡においても，今回の数値事例では ∂λ/∂τ > 0に対応
する結果が得られている．図–5, 6は，交流水準の変化
を表している．パレート優位な均衡において，τ > 0.2
の領域では τの低下によって s∗ξ, v

∗
ξ（ξ = c, p）がいずれ

も増加している．これは，定理 1の議論における (i)交
通費用の低下による直接的な社会的便益と (ii)都市構
造の分散化を通じた社会的費用の内，後者が卓越して
α(b)が減少するためである．パレート劣位の均衡にお
いては，τ > 0.5の範囲で τの低下に伴って s∗∗c , v

∗∗
c が減

少している．これは，交通費用の低下がもたらす都市
構造の分散化（上述の (ii)）によって α(b)が低減し，基
準値 s∗∗, v∗∗が低下した結果である．一方，図–7は社会
厚生の変化を示しているが，パレート優位の均衡にお
いて，0.5 < τ < 0.8の範囲では τの低減に伴って厚生
が低下している．このことは，式 (40)において dW/dτ

λ  

τ (!"#$) 
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図–4 交通費用 τ–集積度 λ
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図–5 交通費用 τ–交流水準 s∗, v∗（優位）
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図–6 交通費用 τ–交流水準 s∗∗, v∗∗（劣位）

が正・負のいずれの値も取り得ることと対応する結果
であり，交通費用の低減をもたらす交通施設整備が必
ずしも社会厚生を改善しない可能性を示唆するもので
ある．なお，τ = 0の状況は，集積度を外生的に λ = 1
とした場合と一致しており，今回の数値計算の範囲で
は，中心地に一極集中することによって社会厚生が増
大することを確認している．
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図–7 交通費用 τ–社会厚生W

6. 結論と課題

コミュニケーションを通じた知識の交換や創造は，都
市や社会の発展を支える重要な営みである．本稿では，
都市内におけるフェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケー
ションが都市の空間構造に及ぼす影響について分析を
行い，以下のことを明らかにした．3.において，コミュ
ニケーションの特性を明示的に考慮した交流行動モデ
ルが 2つの安定な内点均衡解をもつことを示し，その
内の一方が，コミュニケーション水準・社会厚生ともに
高水準なパレート優位な均衡，他方はこれらのいずれ
もが低水準であるパレート劣位な均衡であることを示
した．4.では，主体の立地選択を内生的に扱い，立地
費用の水準に応じた立地均衡パターンを明らかにした．
さらに，内点解が安定となるパレート優位均衡に着目
し，交通費用および社交活動費用の低下が中心地への
集積度を減少させ，都市内立地分布を分散化すること
を示した．さらに，その際の社会厚生への影響につい
ても分析を行った．5.では，数値計算を用いて，交通
費用の低下が却って社会厚生の悪化をもたらす可能性
を示した．
以下に，今後の課題を示す．まず，本稿では均衡解の

導出およびその分析に留まっており，社会的最適解を
解析的に導出できていない．これは，均衡解導出の際
に用いた近似が使えないためであるが，今後は社会的
最適ならびに最善政策についても検討する必要がある．
本研究の枠組における社会的最適は，コミュニケーショ
ンに内在する外部性が内部化された状態であるが，コ
ミュニケーション行動に対する政策実施は技術的に困
難であることから，交通料金政策や立地政策等の次善
政策を議論することも，今後の課題である．次に，本モ
デルでは，主体が外生的に与えられたミーティング施

設を訪問し，2者間のコミュニケーションを行うという
限定的な状況を想定した．実際の社会では，より効果
的にコミュニケーションを図るために多人数ミーテイ
ングが自発的に形成される．ミーティングの開催場所
についても主体の選択行動とその相互作用の結果とし
て自発的に形成されるはずである．以上のような枠組
への拡張は重要な課題である．また，本モデルは，コ
ミュニケーションが持つ特性の一部を考慮したに過ぎ
ない．例えば，小林らで考慮されているマッチング過
程における市場薄の外部性や時間制約下でのミーティ
ング相手を選択する行動については考慮されていない．
また，知識創造の過程では，知識の異質性が重要な役
割を果たす14)．主体間の異質性が都市内におけるコミュ
ニケーション行動と立地分布に及ぼす影響についても
検討が必要である．

謝辞：本研究は科学研究費補助金・若手研究 B（課題番
号：22760380）及び基盤研究C(課題番号：25420547)の
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潔司先生（京都大学），松島格也先生（京都大学），高
山雄貴先生（東北大学）に有益なご指摘を多数頂いた．
ここに記して感謝する．

付録
I.連立方程式 (18)の導出
式 (12)より

γvi = bi + α

n∑
k=1,k,i

gik(s)vk

である．上式をすべての i（i = 1, ..., n）について連立し
て解くことにより，均衡における対面交流水準 v∗が導
出できる．これを行列表記すると，

γv = b + α
[
G(s) − diag(G(s))

]
v (47)

となる．G(s)は (i, j)成分が gi j(s) = si · s j/ns̄であるよ
うな n次元対称行列，Iは Gと同次元の単位行列であ
る．また diag(G(s))は，対角成分がG(s)と等しい対角
行列である．式 (47)を整理すると，

γ

[
I − α
γ

G(s)
]

v + αdiag(G(s))v = b (48)

となる．ここで，n次元行列M(s) =
[
I − (α/γ)G(s)

]−1と
おく（逆行列 [I − (α/γ)G(s)]−1 の存在条件は付録 IIに
示した）と，

M(s) = I +
α

γ
G +

(
α

γ

)2

G2 + · · · = I +
+∞∑
p=1

(
α

γ

)p

Gp

である．Gp = (s̄2/s̄)p−1Gが帰納的に導かれ，これは

M(s) = I +
+∞∑
p=1

(
α

γ

)p s̄2

s̄
G = I +

α
γ

1 − α
γ

s̄2

s̄

G

= I +
αs̄

γs̄ − αs̄2
G



となる．M(s)を式 (48)の両辺に左側から掛けると

γv+ α
[
I +

αs̄
γs̄ − αs̄2

G
]
· diag(G(s))v =

[
I +

αs̄
γs̄ − αs̄2

G
]

b

となるが，n が十分に大きいとき diag(G(s)) の成分
gii(s) = s2

i /ns̄はすべて 0に近付くために無視してよく，

γv =
[
I +

αs̄
γs̄ − αs̄2

G
]

b (49)

としてよい．これは，すべての iについて

γvi = bi +
αs̄

γs̄ − αs̄2

n∑
k=1

sisk

ns̄
bk (50)

が成立することを意味する．一方，式 (13)より

si

vi
=
α

η
·
∑k skvk

ns̄
− sivi

ns̄
− si

∑
k skvk

(ns̄)2 +
s2

i vi

(ns̄)2


である．nが十分に大きいとき右辺第 2-4項は無視でき
るため，上式は

si

vi
=
α

η
·
∑

k skvk

ns̄

と見なせる．∑
k skvk はベクトル s, vの内積であるため

si

vi
=
α

η
· s · v

ns̄
(51)

と表せ，右辺の値は iによらず一定である．よってすべ
ての i, jについて

si

vi
=

s j

v j

が成り立つ．このことより，すべての iについてある実
数値 s, vを用いて si = θis, vi = θivとおくことができ，

γθiv = bi +
αsθ̄

γsθ̄ − αs2θ̄2
·

n∑
k=1

s2θiθk

nsθ̄
· bk

= bi +
αs
n

θi

γθ̄ − αsθ̄2
·

n∑
k=1

θkbk

∴
bi

θi
= γv − αs

n

∑
k θkbk

γθ̄ − αsθ̄2
(= const.)

すなわち，任意の i, jについて
θi
θ j
=

bi

b j

が成立する．よって bi = θi としてよく，

γv = 1 +
αs
n

nb̄2

γb̄ − αsb̄2
= 1 +

αsb̄2

γb̄ − αsb̄2
=

γ

γ − α(b)s

∴ v =
1

γ − α(b)s

が得られる．さらに，式 (51)より次式が導ける．

s =
α

η
v ·

∑
i θ

2
i sv∑

i θis
=
α

η

θ̄2

θ̄
v2 = α(b)

v2

η

II.逆行列M(s) = [I − (α/γ)G(s)]−1 の存在条件
Ballester et al.15)に準拠すると，非負行列M(s) = [I −

(α/γ)G(s)]−1 の存在する必要十分条件は，

1 >
(
α

γ

)
ρ(G(s)) (52)

が満たされていることである．ρ(G(s))は非負行列G(s)
の最大固有値の絶対値である．以下で，ρ(G(s)) = s̄2/s̄を
示す．まず，スカラー s̄2/s̄は，行列G(s)の固有ベクトル
sに関する固有値である．すなわちG·s = (s̄2/s̄)sである．
次に，大きさが 1であるような n次元ベクトル x（xは
||x|| = 1を満たす）を用いて，G(s)·x = s·x/ns̄が得られる．
s · xはベクトル sとxの内積を表し，|s·x| ≤ ||s||×||x|| ≤ ||s||
が言える．ゆえに，||G·x|| ≤

(
||s||2/ns̄

)
= s̄2/s̄が導かれる．

一方，ρ(G)は「行列Gの最大固有値の絶対値」である
ので ρ(G) = sup {||G · x||/||x|| : ||x|| = 1}である．よって，
ρ(G) = s̄2/s̄が結論づけられる．以上から，ρ(G(s)) = s̄2/s̄
であるので，式 (52)は

1 >
α

γ

s̄2

s̄
(53)

と同値である．よって，行列M(s) = [I−(α/γ)G(s)]−1は，
1 > (αs̄2)/(γs̄)のとき，またこのときに限り存在する．

III.連立方程式 (18)の解の存在条件
式 (18)について，2つの解が存在する条件について
検討する．vを sの式に代入し，s = f (s)とおくと

f (s) =
α(b)

η[γ − α(b)s]2 (54)

となる．式 (18)が 2つの解を持つためには， f (s)曲線
が，s− f (s)平面において原点を通り s軸と成す角が 45
度である直線（45度線と呼ぶ）と 2回交差すればよい．

f (0) =
α(b)
ηγ2 , lim

s→γ/α(b)
f (s) = +∞

よって，関数 f (·) は，定義域 [0, γ/α(b))，値域
[α(b)/ηγ2,+∞)の範囲で挙動する．さらに，

f ′(s) =
2[α(b)]2

η[γ − α(b)s]3

より

f ′(0) =
2[α(b)]2

ηγ3 , lim
s→γ/α(b)

f ′(s) = +∞

である．このことから， f (s)がある s ∈ [0, γ/α(b))にお
いて 45度線に平行な接線を持ち，かつこの接線が 45度
線よりも厳密に下方に位置すれば，f (s)は s ∈ [0, γ/α(b))
の範囲内に異なる 2つの解をもつ．このような接線が
存在するためには，

2[α(b)]2

ηγ3 ≤ 1 ⇐⇒ α(b) ≤
√
ηγ3

2
である必要がある．また， f (s)が s = x∗ において前述
のような接線をもつとすると，

f ′(x∗) = 1 ⇐⇒ α(b)x∗ = γ −
{

2
η

[α(b)]2
}1/3



である．式 (18)が 2つの解を持つための必要十分条件は

α(b) ≤
√
ηγ3

2
かつ f (x∗) < x∗ (55)

であり，

f (x∗) =
α(b)

η[γ − α(b)x∗]2 =
1

[4ηα(b)]1/3

より

f (x∗) < x∗ ⇐⇒ 1
[4ηα(b)]1/3 <

1
α(b)

·
γ − {

2
η

[α(b)]2
}1/3

⇐⇒ 3
2

(
2[α(b)]2

η

)1/3

< γ

∴ α(b) <
2

3
√

3

√
ηγ3

以上から，式 (55)の必要十分条件は

α(b) <
√
ηγ3 ×min

{
1
√

2
,

2

3
√

3

}
が満たされていることと同値であるが，これは

α(b) <
2

3
√

3
(ηγ3)1/2 (56)

に相違ない．よって，式 (56)が満たされているとき，ま
たそのときに限り， f (·)は 45度線と [0, γ/α(b))の範囲
で 2回交わり，式 (18)は異なる 2つの解をもつ．

IV.均衡解の安定性解析
均衡解の安定性について議論する．最初に，どの主

体も社交活動をまったく行わない，すなわち (s∗i , v
∗
i ) =

(0, bi/γ)（∀i = 1, ..., n = t · c）である均衡について考え
る．これはコミュニケーションに関する純粋戦略 Nash
均衡の一つである．この状況下で，ある主体 jが社交
活動水準を増加させたとすると， j（, i）にとって，si

に関する限界効用は
∂u j

∂si
=
αs jv j

ns̄

vi −
n∑

l=1,l, j

slvl

ns̄

 = αv jvi

によって表される離散量の分だけ増加する．s j の増加
幅が小さくても，上式と同等の効用増加が見込めるの
に対して，s j が小さければそれに伴って発生する費用
負担は安価に抑えられる（これは効用関数の線形 2次
構造に起因するものではなく，効用と費用のべき乗の
オーダーの違いによって生じる結果である）．よって，
誰もが社交活動を一切行わなかった状況から，誰かが
僅かにでも社交的活動が発生すれば，この主体との間
の相乗効果によって効用が増大する主体が他に必ず存
在するため，社会全体における社交活動の量的水準は
増大する．この作用が伝播することによって，最終的に
は他のあらゆる主体に社交活動を始める誘因が生じる．
以上から，社会全体における社交活動水準は 0に留ま
らないため，(s∗i , v

∗
i ) = (0, bi/γ)の均衡は不安定である．

次に，図-1に示した 2つの内点解について，Cabrales
et al.11)に準拠して考察する．すべての主体の行動に一

様に影響する基準値：(s(t), v(t))について勾配系のダイ
ナミクスを考えると，
∂si(t)
∂t
=
∂ui(s(t), v(t))
∂si(t)

,
∂vi(t)
∂t
=
∂ui(s(t), v(t))
∂vi(t)

(57)

について検討することになる．これらは，均衡付近で
線形近似を行うと

∂si(t)
∂t
=

n∑
k=1

∂2Ui

∂si∂sk
(s∗, v∗)(sk(t) − s∗k)

+

n∑
k=1

∂2Ui

∂si∂vk
(s∗, v∗)(vk(t) − v∗k) (58)

∂vi(t)
∂t
=

n∑
k=1

∂2Ui

∂vi∂vk
(s∗, v∗)(vk(t) − v∗k)

+

n∑
k=1

∂2Ui

∂vi∂sk
(s∗, v∗)(sk(t) − s∗k) (59)

となる．nが十分に大きいとき，任意の i（, k）につ
いて
∂2Ui

∂si∂sk
=
αvi

ns̄

vk

(
1 − si

ns̄

)
−

n∑
l=1,l,i

slvl

ns̄

(
1 − 2si

ns̄

) ,
∂2Ui

∂vi∂sk
= α

si

ns̄

vk −
n∑

l=1,l,i

slvl

ns̄

 ,
∂2Ui

∂si∂vk
= α

skvi

ns̄

(
1 − si

ns̄

)
,

∂2Ui

∂vi∂vk
= α

sisk

ns̄
である．総主体数 nが十分大きいために個々の他主体
による影響は微小であり，無視できると考えると，こ
れらはいずれも近似的に 0と見なせる．また

∂2Ui

∂s2
i

= −η − 2αvi

ns̄

(
1 − si

ns̄

)
·

n∑
l=1,l,i

slvl

ns̄
,

∂2Ui

∂si∂vi
= α

(
1 − si

ns̄

) n∑
l=1,l,i

slvl

ns̄
,
∂2Ui

∂v2
i

= −γ

が得られるが，nが大きいときこれらはそれぞれ
∂2Ui

∂s2
i

= −η, ∂2Ui

∂si∂vi
= α(b)v,

∂2Ui

∂v2
i

= −γ

に近付く．よって，勾配系の調整ダイナミクスに関す
る安定性は，次の行列Πの固有値をもって判断するこ
とになる．

Π =

−ηI B
B −γI

 , where B =


α(b)v · · · 0

. . .

0 · · · α(b)v


IはBと同次元の単位行列である．すなわち，−ηI,B,−γI
はいずれも n次元対角行列で，それぞれの対角成分が
すべて −η, α(b)v,−γであるような正方行列である．Π

の固有値を λとおくと，特性方程式は，2n次元単位行
列 Iを用いて

|Π − λI| =
{
(η + λ)(γ + λ) − [α(b)v]2

}n
= 0

となる．よって 2つの固有値が存在し，それぞれを λ1, λ2

とおくと，このダイナミクスが安定であるための必要



十分条件は「λ1 < 0かつ λ2 < 0」が満足することであ
るが，λ1 + λ2 = −(η+ γ) < 0より λ1 · λ2 = ηγ − [α(b)v]2

が正であることが確認できればよい．ここで，式 (18)
において vの式に sを代入すると

v =
1

γ − α(b) · [α(b)v2/η]
=

η

ηγ − [α(b)v]2

となり，λ1 · λ2 = ηγ − [α(b)v]2 > 0は vの非負条件と一
致する．以上から，nが十分大きいとき 2つの内点均衡
解が存在し，これらはいずれも安定である．
以上の内点解に関する s-v平面上での議論の対象は，

均衡まわりにおいて全主体の戦略行動が一様に変化す
るような摂動に対する安定性に限られる．一般的な安
定性の議論においては，個々の主体が均衡点まわりで
それぞれに戦略を微小に変更した場合に，均衡に戻る
か逸脱するかを確認することとなるが，その際は，各
主体は別々の方向に戦略を変更するはずである．nが大
きい場合に，上述のような“全員が足並みを揃えて”同
じ方向に変更する（例えば，一斉に siを増加するなど）
可能性はきわめて少ないと言える．したがって，各主
体が自らの意思決定に基づいて均衡点まわりでの戦略
変更を行う場合，それらの影響を足し合わせてもそれ
ぞれは相殺されるため，無視できると考えられる．こ
のような観点から，式 (58), (59)においては，nが十分
に大きい下で「個々の他主体による影響を無視できる」
と仮定し，2つの内点均衡は安定であると結論付けた．

V.式 (35)の導出
式 (27)の両辺を τで偏微分すると

∂α(b)
∂τ

=
α(1 − λ)

[bc − (1 − λ)τ]2

{
−b2

c + 2bcτ − (1 − λ)τ2
}

(60)

を得る．右辺を τの関数と見て f (τ)とおくと， f (0) =
−α(1 − λ) < 0および，解と係数の関係から 2次方程式
f (τ) = 0の相異なる 2解がいずれも負であることを踏
まえ，τ > 0の範囲では常に式 (35)が成立する．

FACE-TO-FACE INTERACTIONS AND URBAN SPATIAL STRUCTURE

Yuki OHIRA, Hiroshi TSUDA and Toshimori OTAZAWA

Interactions between individual agents are fundamental to our society. Local interactions generate exter-
nal effects such as knowledge spillovers and synergies. From the spatial aspect, face-to-face contacts are
regarded as a crucial factor of the existence and the structures of cities. In this paper, we propose a social
interaction model into which two kinds of strategic complementarity intrinsic to face-to-face contacts are
incorporated, and examine those effects on urban spatial structure. Furthermore, we reveal that a decrease
of transportation cost may lead to locational dispersion and decline the level of social interaction in a city.
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